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平成23年度に新設

①

引き続き推進 拡充等 改善・見直し 抜本的見直し
＜反映の方向性一覧＞

　我が国の原子力政策の基本方針として尊重することが平成17年10月に閣議決定された「原子力政
策大綱」においては、「2030年以後も、総発電電力量の30～40％程度という現在の水準程度か、そ
れ以上の供給割合を原子力発電が担うことを目指す」や「使用済燃料を再処理し、回収されるプル
トニウム、ウラン等を有効利用すること（核燃料サイクル）を基本的方針とする」等が記されてお
り、これに基づいて原子力の研究開発利用を着実に推進していく。

　我が国の原子力政策の基本方針として尊重することが平成17年10月に閣議決定された「原子力政
策大綱」においては、「2030年以後も、総発電電力量の30～40％程度という現在の水準程度か、そ
れ以上の供給割合を原子力発電が担うことを目指す」や「使用済燃料を再処理し、回収されるプル
トニウム、ウラン等を有効利用すること（核燃料サイクル）を基本的方針とする」等が記されてお
り、これに基づいて原子力の研究開発利用を着実に推進していくことが重要。

①原子力研究開発利用の推進（原子力政策大綱）

　原子力研究開発利用の推進については、各府省等における施策の実施状況について、政策評価部
会等を開催し、関係行政機関等からヒアリングを実施するなど各施策のフォローアップを行うとと
もに、国民や有識者の意見を聴き、それらを踏まえて妥当性の評価を行い、今後一層の推進のため
に関係行政機関等が留意すべきところを提言としてとりまとめた。

未集計等

①

平成21年度政策評価書（事後評価）要旨

施策名

根拠となる法令等（２つまで）

◆原子力委員会及び原子力安全委員会設置法
科学技術政策の推進

【実績評価方式】

（評価実施時期：平成22年8月）
担当部局名：

政策統括官（科学技術政策・イノベーション
担当）

政策名

【総合的評価】

政策概要

＜施策評価結果一覧＞
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反映の
方向性

　原子力委員会において基本計画（＝原子力政策大綱）を策定し、それを政府の原子力政策に関す
る基本方針として尊重する閣議決定がされており、その基本方針に沿って、関係省庁等が施策を実
施しているかどうかを原子力委員会が絶えず審議・評価することで、政府全体として効率的な原子
力行政の遂行が図れる。

　原子力委員会としては、我が国の原子力の研究開発利用を着実に推進していくため、関係行政機
関等に対して、各分野の取組を、引き続き原子力政策大綱等に示した基本的考え方を尊重するとと
もに、報告書の提言にも留意しつつ推進することを求めた。また、報告書をとりまとめるに当たっ
ては、公開にて「ご意見を聴く会」を開催し、幅広く国民のご意見を聴取するとともに、とりまと
めた報告書について、原子力委員会定例会議にて公開するとともに、ウェブへも掲載するなど内外
への周知を図った。

評価結果

　原子力の研究、開発及び利用を着実に推進していくためには、各府省等における施策の実施状況
のフォローアップ等を通じて原子力政策大綱に基づく原子力政策の取組み状況をいるかを確認する
ことが必要であるとともに、国民の理解を得つつ進めることが肝要となる。そのため、引き続き政
策評価部会等において、関係行政機関等の原子力に関する施策の実施状況について、その妥当性を
定期的に評価するとともに、「ご意見を聴く会」などを通じ国民から幅広く意見を聴取し、政策に
反映させていくべく取り組んでいきたい。
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